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はじめに

都市建設における行政上の責任者である自治体が，その

必要とする用地を取得する方法については，歴史上幾多

の変遷があった。近世からの自治制度の派生的結果であ

ろうか，比較的市有地を多くもった都市自治体の多いヨ

ーロッパ諸都市でも，今なおそれらの都市自治体が，先

行的に土地を取得しつつあると聞く。しかし，”権力”

を行使することなくして用地を取得するということが行

なわれてから比較的日は浅い，といわれている。

ひるがえってわが国の都市の現状を考えるとヨーロッパ

諸都市の例は，「まことにうらやましい限り」というほ

かなく，まねをしようにも，残念ながら自治体財政上許

されない。そればかりか，最低限の都市政策を実施する

ためにどうしても必要な用地取得すら。自治体のみでは

解決の目途のたたない状況である。それは，単に自治体

運営の歴史的な蓄積の欠除と制度的な貧困に起因するも

のであろうか。

例えば，道路，下水道，公園その他主要な都市施設の用

地取得には，国の補助金にたよるほか手段がなく，その

場合，国と自治体とで政策上のトラブルを生ずれば限ら

れた財源しかもたぬ自治体の政策は国の政策に従属せざ

るをえないのである。

この小論では，そのような体制上の問題については，深

く分析することを目的としない。むしろ，このような体

制上の「逆境」にもかかわらず，自治体のとり得る゛用

地取得の方策”を横浜市を舞台として検討するものであ

る。まず土地問題に対して自治体のおかれている状況を

眺めてみよう。

政府の土地政策とその問題点
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2―1 土地問題をめ=ぐる最近の動向

47年度予算審議を行なう第68通常国会においで，土地政

策とよびうる2法案が提出されている。すなわち，①開

発公社の公法人化，土地譲渡に際ししての届出義務，地方

公共団体の先買権を規定し，公有地の拡大を目的とする

「公有地の拡大の推進に関する法律」②公共団体等によ

る区画整理手法を用いて―土地所有者を事業のなかへと

　りこむという意味で，いわゆる角本構想に近い-大規模

　な新住宅開発をめざす「新都市基盤整備事業に関する法

　律」である。これらの法案は表１に明らかなように，ど

　れもその必要性が数年来論議されてきたものである。し

　かし，これらは土地～地価対策の施策体系法体系という

　観点からは,抜本的なもめとして打出されたものではな

　く，内容的にみてもあくまで補完的かつ当面の措置とし

　て考えられたものである。例えば②についてみると，土

　地所有者には大きな利益を与えるが,自治体には大きな

　負担が課されるという点てれる。即ち従来の区画整理に

　よる場合でも公共公益施設の整備など自治体に多くの財

　政負担をもたらしていたが，この「基盤整備法」によれば

　従来の区画整理によってうみ出された道路用地さえも有

　償で自治体が買収せねばならなくなうている点てある。

　さらに例えば，昨年通過した「地方税法め一部を改正す

　る法律」＜農地の宅地なみ課税＞の施行をめぐり，土地

　所有者から課税反対の圧力運動が強く展開されるなど，

　改めて土地問題の困難さを世間一般に明らかにした。2

兆円国債をいだいた昭和47年度予算は,景気浮揚策を当

面の目標として公共事業に力をそそぎ，昨年の円平価切

上げなどによって経済成長第一主義への反省から，内政

面における福祉社会の建設，そのための社会資本の充実

へと軌道修正を意図したと説明されている。その結果,

これらの目的を推進する上で，隘路となっている公共用

地取得問題が大きくクロ―ズアップされてきた。例えば

建設省所管の昭和47年度公共事業費は32,000億円である

が，そのうち約1/4の7,700億円は用地費であり,この用

地費の割合は毎年度逓増してきている。さらに，都市計

画街路や公営住宅においては，数年前から用地費が50％

をこえており，これらが事業のおくれとなったり，家賃
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表1---土地対策のながれ 注1　この表は，経企庁西村氏の論文＜自治

　　　研究45巻６号＞による整理に「答申」

　　　等を加え再整理したものである。

注2.○　は，18の答申等に基づき立法
　　　→18化されたものであるというと
　　　　　とを示す。
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３万円をこえる公団住宅が続々建設されるという現象を

生みだしている。

このような深刻な事態に直面して，財界の一部からも，

「これでは景気対策にからない｣，｢上地対策を強化しな

いと社会資本の整備を遅延させ，将来の日本経済に悪影

響を与える｣などの理由で土地問題に対する政府の積極

的対策を望む声が出されている。しかし，土地価格の高

騰など上地問題の深刻化は，日本経済の成長，そこに培

われた日本経済の体質と密接不可分に結びついている点

に注意しておかねばならない。例えば，それは最近の金

融緩和を背景としてとみに著しくなっている大企業によ

る土地の買いあさりに端的に現われており，昨年度だけ

でも23,000億円もの資金が銀行から土地取得めために企

業ヘ

一方，公共事業を実施する自治体は，①景気後退で税収

はめびず，②用地取得は困難をきわめているのに，③景

気浮揚のため，建設事業を中心として，補助金のついた

公共事業が増大し，その消化に頭を悩ませている。従来

より土地問題一地価高騰とそれによる用地取得難一に最

も悩んできたのは大都市自治体であり，過去においても

機会あるごとに様々な働きかけを政府に対して行ない，

学校用地を補助対象にさせるなど，それなりに部分的対

策をからとってきた。しかし自治体における上地問題の

抜本策は，土地の公共性-市民の幅広いコンセンサス

に裏うちされた所有権制限と，自治体の自主財源の充実

など税財政制度の変更をまって初めて語りうるものであ

ろう。
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2―2土地政策の不在

市街地の地価上昇がいかに異常であるかは。表―２から

読みとれよう。これは生産基盤の拡充という側面のみを

重視した経済成長第一主義の必然的帰結であることは論

をまたない。そして，このような社会的環境のなかで。

どういった土地対策がなされてきたかは表１に整理して

あるが，ここから以下の点が指摘されよう。

１＞　あとおい的な土地対策

提言や答申があってから立法措置，財源措置がなされる

までに３～４年を要し，その上，自治体などで施行され

るまでには更に２～３年を要するといった具合である。

この結果，法が施行され法の効果が出てくるまでには，

対策のねらっていた現実はどんどん変質していき，必然

的にあとおい的にならざるをえない点である。この悪し

き循環をたちきるためにも，土地に対する従来の基本的

な考え方の転換，そのための総合的対策が必要である。

２＞　総合性に欠ける土地対策

土地問題の難しさは，公的セクターと私的セクターのま

さに接点の領域で問題が提起されているからであり，そ

れ故に土地の需要面，供給面，土地市場の三局面から総

合的な施策が強く要請される。そのためには権限の問題

にせよ，財源措置の問題にせよ，それらの有効性を検討

し，総合政策体系としてリンクさせねばならない。例え

ば,①区域区分の指定―市街化区域と市街化調整区域の

いわゆる「線引き」―と市街化区域内農地の宅地なみ課

税は車の両輪の関係にあるが，宅地なみ課税は骨抜きに

なった，②土地保有課税―固定資産税，都市計画税，不

動産取得税，相続税－の課税基礎と，地価公示制度によ

る公示地価とは本来統一されるべきものだが，その実現

のための具体的なうごきがみられないなどである。

３＞　財源措置の不備

公共機関の先買権を認め，公的土地保有を推進するため

に「公有地拡大推進法案」が出され，そのための財源措

置として自治省などから平年度1,100億円の規模の土地

開発金融公庫創設案が出されている。これは地方開発公

社の公法人化，それへの財源確保などと組合わされてお

り，それなりに評価できるが，現在の政治体質や官僚の

体質を考えた場合，どの程度合理的な配分ルールがっく

られるのか疑問である。例えば，①専ら，陸奥・小川原

表2-全国市街地価格指数



ます金の面から中央集権化が進むのではないか，などで

ある。もっと自治体の自主財源の強化～拡充策をあわせ

行なわねばなるまい。このような意味で，我々は制度と

財源の不一致，施策の理念だおれを懸念するのである。

４＞　利益配分の不均衡

昭和44年の租税特別措置法や地方税法の改正にもかかわ

らず，外部経済による地価増価を吸収する対策がないま

まに，土地所有者にまさに天文学的な不労所得を与える

施策がなされている。こういった状態は一般の不平等感

をますます助長するのみならず，小学生が何万円もの金

をもって青森までタクシーをとばし遊びに行くとか，鹿

島の「御殿ずまい」の農民が自殺するなど，社会病理的

現象までひきおこしている。このような産業社会的発想

―政府と財界がゆ着した典型的表現である新全総的な,

きれているように，財源は専ら一般財源に頼っており，

その結果，市の用地取得は主に事業計画確定地に限定さ

れていた。従って用地の先行取得でへの対応策，そのため

の財源確保が不十分であつたこと，③開発公社にしても

市が金融機関に損失補償して始めて財源調達がでぎると

いった具合で，公社自身の主体性が必ずしも発揮されて

いない，④事業局がそれぞれ個別に用地取得に向かうた

め，土地の利用目的と取得財源の結びつき＜交通整理＞，

が，必ずしも全市的立場で行なわれていない。この点，

特に先行取得に際してネジクとなっていること，⑤用地

取得の前提となる都市計画，事業計画などのツメが不十

分なまま放置されているものが多いこと，などである。

これらの点については，次節および4－3を参照された

い。

発想の根本的転換を図ることを前提に，土地公有制に

むかって，土地増価税の創設など具体的対策を進めねば

ならないと考える。

今までみてきたような上地政策不在の中にあって，横浜

市においても3－2でみるような，「開発公社」や「宅

地開発要綱」などの土地対策がとられてきた。勿論，こ

れらは地価上昇をストップさせるものでもないし，権限

の面，財政の面などいろいろな面で大きな限界をもっ自

治体がやむにやまれず，まさに苦しまぎれに考え出した

方策に他ならない。以下では，横浜市どいうブつの自治

体が，現在まで土地問題にどうとりくみ，今後どういっ

た課題が行政の日程にのぼってぐるであろうか，またそ

のためにはどのような対策が必要となるのかを眺めるこ

とにする。

横浜市の土地問題への対応

3－1

ここでは単純に，各会計の用地取得実績を，図１により

示しておく。ここで問題となるのは，用地取得がシステ

ムとして十分確立していなかった，という点である。す

なわち，①土地情報を集中的に集める情報センターのよ

うなものが確立していないこと，②用地会計に端的に示

前述の｢宅地開発要綱｣｢など，横浜市では，文字どおり

｢苦肉の策｣をうみ出してきたのであるが，それらのう

ち主なものについて，そのネライと限界について以下で

のべる。

１＞　公共事業用地費会計＜用地会計＞

昭和35年からこの特別会計が創設された。その最大の目

的は補助金導入にある。即ち，事務手続きのおくれによ，

って当該年度の補助対象とならない用地を確保せざるを

えなくなる場合があるが，一般会計で購入してしまう

と，その土地が次年度以降の補助対象とならないため，

一応用地会計という別会計で確保しておき，次年度以降

の補助金をひっぱってくるという苦肉の策であった＜勿

論，この際先行取得の確認を受けておくことは必要であ

る＞。従って，財源として固有のものを特に用意してい

るわけではなく，実質的には各事業ごとにふりわけられ

た一般財源をもってこれにあてているわけである。そ

の意味で，用地会計は通称｢トンネル会計｣といわれて

いる。最近は，地方交付税というかたちで土地開発基金

があり，昨年は都市開発資金の導入に成功するなど，多

少固有の財源をもつようになってきたが，トンネルとい

う基本的性格ば変わっていない。例えば今後，接収地の

解除や工場移転跡地の買収など，事業計画の枠内では必

ずしもおさまりきれず，当面使途の決っていない用地取
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などの大組模工業基地の用地取得に資金がまわってしま

うのではないか，②地方債許可にみられるように，ます

３

用地取得の現状

3-2 対応策め問題点



得の必要性がますます高まろう。従って，用地会計を単

に補助金対策として利用するだけでなく，先行取得につ

いて一般財源の枠を確保したり,4－3の表４の一般単

独事業債など,横浜市でまだ導入していない地方債を積

極的に確保し,用地取得に必要な固有の財源をもつべき

である。

2＞開発公社

戸塚区上矢部の工業団地造成が直接的なきっかけとなっ

て。昭和38年用地取得と造成を目的とした開発公社が設

立された。さらに，在宅，学校，下水道などの事業用地

買収，あっ旋の第２期を経て，現在は若干ながらも，再

開発など六大事業関連の用地取得という方向が出てきて

いる。そして，昭和45年には寄付行為の変更により，都

市再開発事業なども行なえるようになった。この公社

6
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図1



ほ，①民法上の法人として，地方債許可制度などの制約

から免がれ，自由に民間資金の導入がなしうる，②例え

ば会計年度独立の原則など地方自治法の規定にしばられ，

ることなく，地価高騰下にあって，長期視点に立った弾

力的な上地取得ができる，の２点が設立の大きな理由と

なっている。しかし，財源的にはそのほとんどの部分を

銀行などに対する市の損失補償に依存しており，自己の

信用で資金調達ができない点，公社が土地を買っても市

がそれを買取るまでは，凍結分として資金がねてしまい

最近では，その比率が高まってきている点，そして以上

のことから必然的な帰結として，公社のイニシアチブが

十分発揮できていない点，などが問題点となっている。

これら問題点の打開は従来たびたびいわれてきたが「土

地開発公社」構想なども自治省から打出されている時で

もあり，さきにものべたように再開発など六大事業の進

行とともに，今後積極的に検討していかねばならない。

まず，情報のながれ，買収の決定や凍結上地の問題など

について市と公社との連関性，明確なシステムづくりな

ど，比較的容易なところから検討すべきであろう。

３＞　用地課の一本化

昭和42年に，当時の土木局，計画局，建築局，教育委員

会事務局の４局にあった用地課＜建築局は用地係＞を

財政局管財部＜用地関係３課＞にまとめた。従来とか

く相互の情報交換を欠き，その結果，１つの土地に対し

て競合したり,買収価格にしてもかなりの差が出るな

ど，内部的には無用の混乱と対外的には横浜市の不統一

という事態があった。　目的は，こういった事態に対し

て，各局に散在する用地事務を専門化し，その作業め均

一化をはかることにあった。この機構改革の際，最も懸

念されたことは，各局と管財部との職務権限の分担であ

ったが，買収地の地番や地権者の明確化，起債対象や補

助対象とするための国との折衝，取得した土地の管理な

どは取得依頼局の側で，土地の評価，買収交渉，契約，

登記，物件の引取などは管財部でということに整理され

ている。だが，用地交渉は相手方の生活や財産そのもの

に直接ふれる問題であるだけに，事業の内容やその必要

性について十分責任ある説明を欠くことはできない。そ

のためにも，交渉の進ちょくに応じて各局の積極的な協

力態勢が要求される。従って用地部門と事業局の双方に

業者の地位を獲得すれば，用地取得を有利に進めること

ができるにもかかわらず，その手続きを行なわず，任意

買収など買い急ぎによつて市が不利になることがなかっ

たであろうか。②最近の用地交渉においては，その成

立，不成立に対して代替地め手当の有無がますます大き

な役割をもうてきている。この代替地の確保という問題

は管財部固有の業務として考えられようこの点のより

精力的な対応が必要である。③用地交渉を通じてかなり

の上地情報をもっているから，この情報をもっと全市的

レベルで十分活用しうるよう検討すべきである。

ところで，以上のような問題は４章でのべる全体的シス

テムの一環として解決すべきであるが，とりあえず①の

問題に応えるため，市内部に，用地買収の意志決定があ

った具体的な事業について分析し，方向づけをするとと

もに，進行中のものについても障害の打開をはかるた

め，「用地買収研究会」のようなものを設置したらどう

であろうか。

4＞　都市開発資金の導入

昭和41年「都市開発資金の貸付に開する法律」にもとづ

きこの制度が創設された。「この資金は，①工場跡地の買

収,②道路，公園，下水処理場などの用地先行取得，の

2つに性格わけされている。まず工場跡地買収について

は昭和41年度，横浜駅西口のＡ製作所を候補地として，

横浜市は１億円の借入れ枠を確保したのであるが，交渉

不調により導入が不可能になったという経験をもってい

る。その後は，東京や大阪が明確な方針のもとに毎年継

続的に導入していったのにくらべて，横浜市では，全く

導入されないままになっていたが，昭和46年度たまた

ま，根岸湾のハ地区埋立地へ移転したB製作所の跡地買

収についてこの資金を導入し初めて成功した。ここで

感ずるのは，この制度は昭和41年にすでにあり，ハ地区

への移転工場の決定は昭和43年であったのだから，行政

側に積極的姿勢と将来へのみとおしさえあれば，双方の
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いわゆる役人の｢縄張り根性｣の打破が必要とされる。

現在は一本化して５年になろうとしているが，以下の問

題点が指摘できょう。①改革後，昭和42年に土地収用法

の一部改正＜事業認定時価格での補償＞や，地価公示

法の制定などによって，用地買収をめぐる「環境｣は明

るくなったにもかかわらず，それを十分活用するまでに

至っていないのではないか。例えば,土地収用,法上の起



図2　都市開発資金による用地先行取得―作業Flowと作業担当

結びつけができたであろうという点である。そこで，過

　去はともかく，昨年10月今後この資金を積極的に導入す

　べく，関係局に「都市開発資金の活用と今後の事務取扱

いについて」の通知を出し，周知徹底をはかった。

　なお図2は，その際の都市開発資金の内容整理と問題提

起をまとめたもので，4-3でのべる用地取得体制の確立

　＜システム化＞との関係もあるのでみていただきたい。

では，47年度について現実はどうであろうか。①この資

金導入のためには,1Oha以上の整備地区・整備計画が必

要なのであるが，現在は西口周辺の１地区のみである。

くこのような地区が複数設定されておれば都市開発資金

導入の対象となる工場の網もすっと広がるのであるが＞

②跡地情報にしても組織,としては何ら積極的に集めよ

うとしていないというごとで,46年度に継続して導入で

きるものかどうか，先行き不安な要素は多い。また，道

路，公園などについても事情はほぼ同様であり，現在ま

でにこの資金を導入しているものはない。更に，用地先

行取得のためには，都市開発資金の他に公共用地先行取

得債や一般単独事業債などが財源的に保証されているの

だが，これら資金を用地取得体系の一環として位置づけ

導入していくにはまだまだ道のりは遠いようである。

５＞　宅地開発要綱

昭和37～38年頃から，横浜市は毎年10万人をこえる人口

増加の波にあらわれており，それに伴う宅地開発，スプ

ロ―ルがいたるところで進行してぎている。こういった

事態に対して従来制定された「宅地造成等規制法」や

「住宅地造成事業に関する法律」のみでは，学校や保育

所，公園などは専ら自治体の負担にならざるをえず，そ

の結果，①横浜市はその膨大な行政需要に対応しきれ

ず，財政的に破綻をきたしてしまう，③良好な都市づく

り，住環境の整備に支障をきたす，などの危機にみまわ

れていた。そこで昭和34年，宅地開発に際して学校や公

園などの公共公益用地の提供を義務づけた「宅地開発要

綱」を制定した。この要綱は，法的な根拠をもつもので

はなく，用地提供の義務づけは，最終的に考えると入居

＜注〉 太枠で囲った作業は本資金を円滑にかつ拡大させつつ継続的に導入していくための

大前提であり,最も難かしい作業である。従って明確な方針と執行体制が不可欠で

ある。

１．

2. ＦＬＯＷに若干の変更はあるが，用地先行取得にかかわる他の資金についてもこの

表は概ね妥当する。
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